
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成18年12月28日 

【中間会計期間】 第87期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

【会社名】 東海染工株式会社 

【英訳名】 Tokai Senko K.K. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  八 代 芳 明 

【本店の所在の場所】 愛知県清須市西枇杷島町子新田１番地の２ 

(同所は登記上の本店所在地で、実際の本店業務は下記で行っ

ております。) 

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 大名古屋ビルヂング 

【電話番号】 052(581)8141 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  津 坂 明 男 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社名古屋証券取引所 

   (名古屋市中区栄三丁目３番17号) 

  東海染工株式会社大阪支社 

   (大阪市中央区淡路町三丁目１番９号 淡路町ダイビル) 

  東海染工株式会社東京営業所 

   (東京都中央区日本橋本町三丁目５番11号 共同ビル) 

  (注) 東海染工株式会社大阪支社及び東京営業所は投資者の便宜のた

め備置するものであります。 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、1株当たり中間(当期)純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用し

ております。 

４ 当社の製品事業部において、当社元社員による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出があったため、第86期中、第85

期及び第86期の各数値は、過年度の売上高等に関して証券取引法第24条の2第1項及び第24条の5第5項の規定に基づき訂正

した後の数値を記載しております。なお、商法計算書類につきましては、年度ごとの訂正を行わず、第87期に一括して処

理する予定であります。 

 

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,095 10,071 10,800 23,402 21,859

経常利益又は経常損失
（△） 

(百万円) 29 △494 △172 365 △322

中間(当期)純利益又は中
間(当期)純損失（△） 

(百万円) 20 △599 △619 232 △407

純資産額 (百万円) 8,314 8,213 8,148 8,787 8,938

総資産額 (百万円) 20,388 19,647 20,806 21,064 22,250

１株当たり純資産額 (円) 230.54 236.30 231.21 243.82 257.22

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間(当期)純損
失（△） 

(円) 0.58 △16.81 △17.82 6.44 △11.56

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.8 41.8 38.6 41.7 40.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 353 200 △143 1,072 △17

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △261 △143 △659 △529 77

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △265 △558 310 △569 △431

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,928 1,582 1,232 2,081 1,724

従業員数 (人) 1,257 1,273 1,267 1,237 1,215



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり情報については、中間連結財務諸表を作成しているため省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用し

ております。 

４ 当社の製品事業部において、当社元社員による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出があったため、第86期中、第85

期及び第86期の各数値は、過年度の売上高等に関して証券取引法第24条の2第1項及び第24条の5第5項の規定に基づき訂正

した後の数値を記載しております。なお、商法計算書類につきましては、年度ごとの訂正を行わず、第87期に一括して処

理する予定であります。 

  

 

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 8,714 7,409 8,183 18,146 16,414

経常利益又は経常損失
（△） 

(百万円) 128 △450 △129 264 △432

中間(当期)純利益又は中
間(当期)純損失（△） 

(百万円) 149 △542 △570 352 △432

資本金 (百万円) 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300

発行済株式総数 (千株) 36,142 36,142 36,142 36,142 36,142

純資産額 (百万円) 9,395 9,270 8,909 9,815 9,767

総資産額 (百万円) 19,043 18,374 18,945 19,590 20,553

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 49.3 50.5 47.0 50.1 47.5

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
579 
[58]

568
[51]

586
[58]

572 
[55]

555
[49]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注)  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除く就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

繊維事業 1,167 

不動産賃貸事業 0 

機械販売事業 6 

倉庫事業 30 

保育サービス事業 53 

システム事業 10 

その他の事業 1 

合計 1,267 

従業員数(人) 586 （58） 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大や雇用・所得環境の改善に伴う

個人消費の増加が続き、国内民間需要を中心に景気は回復基調が維持されました。この一方で石油製品価格の高騰

は世界同時規模で進行しており、物価は素原材料・中間財で著しく上昇したものの、最終消費財では価格転嫁が十

分反映されずほぼ横ばいの動きとなっています。 

国内繊維業界におきましては、春先から初夏にかけての低温・長雨にはじまり、全国的な梅雨明けの遅れなど天

候不順の影響を受け、衣料品の売上は全般的に低迷した状態で推移いたしました。消費が低迷する中においても、

中国を中心とした安価な輸入衣料は市場に氾濫し、重油をはじめ石化関連原材料の高騰による製造コストの上昇を

販売価格に転嫁しにくい繊維製造業とりわけエネルギー多消費型産業であります染色加工業におきましては、非常

に厳しい市場環境となっております。 

このような状況の中、当社グループといたしましては前期末に国内同業他社との染色加工事業の統合を行い、ユ

ニフォーム分野を強化するとともに、国内産地企業との共同素材開発による拡販や多彩な工程を経た付加価値加工

の展開に努めた結果、業界としては減収トレンドが続く中、染色加工部門で前年同期比16.3％の増収となり、全体

の売上高増加に大きく貢献することとなりました。 

製造コスト面では、自助努力ではもはや不可能となったエネルギー関連費用の上昇に対応するために、当期国内

２工場にバイオマス燃料使用のボイラー設置を計画し、うち１台は７月から稼動させ当上期のコスト削減に一部寄

与できました。タイ国子会社におきましても石炭焚ボイラーの設備投資が決定しており、今後当社グループは内外

全ての工場で重油を主熱源として使用しない操業になっていきます。 

しかしながら、当中間連結会計期間は、プリントを中心に対米輸出が大幅に減少したことに加え、当初の想定以

上の製造コスト上昇により売上高原価率の改善が計画どおりに進みませんでした。また、誠に遺憾ながら、当期に

おいて発覚しました当社製品事業部における元営業課長による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出の影響も

あり、当中間連結会計期間は、売上高10,800百万円（前年同期比7.2％増、729百万円増）、営業損失は83百万円

（前年同期は営業損失373百万円）、経常損失172百万円（前年同期は経常損失494百万円）となり、バイオマスボイ

ラー導入に伴う固定資産処分損、役員退職慰労金に加え、棚卸資産滅失損328百万円の特別損失の発生により、中間

純損失は619百万円（前年同期は中間純損失599百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 ① 繊維事業 

染色加工部門は、売上高6,450百万円（前年同期比16.3％増、905百万円増）と増収となりましたが、これは国

内同業他社との染色加工事業の統合効果ならびに同業他社のリストラ及び生産能力の縮小による当社の受注の拡

大によるものであります。 

繊維製品等販売部門は、売上高3,756百万円（同8.1％減、330百万円減）と減収となりました。国内売上は、前

年同期比微増となり、海外売上は、インドネシア子会社では染色加工部門への売上構成のシフト等の影響より前

年同期比減収となりました。 

この結果、「繊維事業」の売上高は、10,207百万円（同5.9％増、573百万円増)、営業損失は182百万円（前年

同期は営業損失432百万円）となりました。 

② 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業は、自社遊休資産の有効活用を図るべく注力しておりますが、新規物件はなく、売上高は40百



万円（前年同期比0百万円増）と横ばいとなり、営業利益は30百万円（同0百万円増）となりました。 

③ 機械販売事業 

機械販売事業は、液晶関連の濃度制御装置の受注等により、売上高は264百万円（前年同期比60.4％増、99百万

円増）、営業利益は6百万円（前年同期は営業損失8百万円）となり、非繊維事業の強化に寄与いたしました。 

④ 倉庫事業 

倉庫事業は、売上高213百万円(前年同期比0.4％増、0百万円増)となり前年同期比横ばいでしたが、営業利益は

運輸コストなどの増加等により3百万円（同76.2％減、12百万円減）となりました。 

⑤ 保育サービス事業 

保育サービス事業は、ベビーシッター受託が堅調に推移し、売上高は280百万円(前年同期比20.0％増、46百万

円増)、営業利益40百万円（同52.9％増、14百万円増)となりました。 

⑥ システム事業 

システム事業は、同業他社との競合はあるものの、ソフトウエア受注が順調に推移し、売上高は183百万円(前

年同期比25.9％増、37百万円増)となり、営業利益は19百万円（同48.8％増、6百万円増）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 日本 

売上高は、8,637百万円（前年同期比10.8％増、846百万円増）となり、営業損失は26百万円（前期は営業損失

396百万円）となりました。 

② 東南アジア 

売上高は、2,298百万円（前年同期比2.7％減、64百万円減）と減収となりました。営業損失は44百万円（前年

同期は営業利益44百万円）となりました。 

  

 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動により143百万円、投資活動により659百万円減少

し、財務活動により310百万円増加した結果、前期末比491百万円減少の1,232百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純損失を559百万円計上しましたが、売上債権が929百万円減少したこと等により143百万円の支

出（前年同期は200百万円の収入）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得による支出706百万円等により659百万円の支出（前年同期は143百万円の支出）となりまし

た。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

有利子負債の純増加415百万円及び配当金の支払101百万円等により310百万円の収入（前年同期は558百万円の支

出）となりました。 

  

 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における染色加工部門の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における染色加工部門の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先の販売実績については、総販売実績に対する割合がいずれも100分の10未満のため、記載を省略しておりま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業部門 金額(百万円) 前年同期比(％) 

染色加工（繊維事業） 6,210 ＋14.5 

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

染色加工（繊維事業） 6,472 ＋24.7 1,244  ＋22.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

繊維事業   

 染色加工 6,450 ＋16.3 

 繊維製品等販売 3,756 △8.1 

不動産賃貸事業 40 ＋2.5 

機械販売事業 264 ＋60.4 

倉庫事業 213 ＋0.4 

保育サービス事業 280 ＋20.0 

システム事業 183 ＋25.9 

その他の事業 14 ＋27.3 

セグメント間取引 △403 ― 

合計 10,800 ＋7.2 



３ 【対処すべき課題】 

当期において発覚した当社製品事業部における元営業課長による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出が行わ

れていたことに関し、再発防止に向け、基本動作の厳守・励行、相互牽制機能の強化、監査監視体制の強化を実施

し、法令・規則等を遵守する経営風土の醸成に努めてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 技術援助契約 

（注）対価として、一定料率のロイヤリティーまたは技術指導料を受け取っております。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社の開発技術部を中心に、主に基礎研究と応用研究を行っております。また、

開発テーマによっては大学や他の企業との共同開発も行っております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は87百万円であり研究スタッフはグループ全体で27名とな

っております。 

開発技術部では、ＪＱ（ジャパン・クオリティ）商品開発、新規事業開発、機械開発の３つのカテゴリーに分けて

研究開発を進めております。 

事業の種類別セグメントごとの研究開発活動を示すと次の通りであります。 

繊維事業では、当社染色加工事業で取り扱うセルロース系繊維、ならびにセルロース複合素材に主体を置いたＪＱ

商品開発に力を入れております。当中間連結会計期間の開発として、セルロース系繊維と蛋白質系繊維との複合素材

をターゲットにした特殊前処理加工「Cott-Plex」、大豆蛋白繊維及びその複合素材の加工技術開発があります。 

一方、機械販売事業では、生産プロセス向け各種濃度制御装置「CCCMETER*」シリーズの開発と販路開拓を進めてい

ます。使用薬剤の濃度を最適かつ最小限に制御することによる品質の安定や環境への配慮、自動制御による省人化や

加工のトレーサビリティなどの独自性が注目されており、薬液の新たな制御体系について更なる開発を進めておりま

す。 

なお、その他の事業においては、特記事項はありません。 

  

（注）* 当社の登録商標であります。 

相手方の名称 国名 契約内容 契約期間 

P.T.CENTURY 
TEXTILE INDUSTORY 

インドネシア 
混紡織物の染色加工に関するノウハウの
提供 

平成18年4月1日より1年間 
（以後1年ごとの更新） 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設・改修について完了したも

のは次のとおりであります。 

（注）１ この設備は、公害防止・省エネを目的としたものであり、生産能力に影響はありません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
投資額(百万
円) 

完了年月
完成後の 
増加能力 

東海染工㈱ 
名古屋事業所 

愛知県 
清須市 

繊維事業 繊維織物加工設備 106 平成18年9月 生産性向上 

東海染工㈱ 
浜松事業所 

静岡県 
浜松市 

繊維事業 

繊維織物加工設備 188 平成18年9月 生産性向上 

ボイラー設備 584 平成18年7月 (注)１ 

東海染工㈱ 
岐阜事業所 

岐阜県 
羽島市 

繊維事業 繊維編物加工設備 15 平成18年9月 生産性向上 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注)上記のほか、自己株式が1,404千株あります。 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年12月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,142,529 36,142,529

東京証券取引所
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 36,142,529 36,142,529 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 36,142,529 ― 4,300 ― 1,075

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

八代興産株式会社 名古屋市中村区名駅３丁目28の12 1,705 4.72

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２の１ 1,702 4.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７の１ 1,423 3.94

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３の３ 1,189 3.29

日清紡績株式会社 
東京都中央区日本橋人形町２丁目31の
11 

1,160 3.21

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５の１ 1,156 3.20

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26の1 1,133 3.13

八代芳明 名古屋市瑞穂区 1,021 2.83

稲畑産業株式会社 大阪市中央区南船場１丁目15の14 907 2.51

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２の
10 

604 1.67

計 ― 12,003 33.21



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が36,000株(議決権36個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式435株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式1,404,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
       34,291,000 

34,291 ― 

単元未満株式 普通株式  447,529 ― ― 

発行済株式総数 36,142,529 ― ― 

総株主の議決権 ― 34,291 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

東海染工株式会社 
愛知県清須市西枇杷島町子
新田１番地の２ 

1,404,000 ― 1,404,000 3.88

計 ― 1,404,000 ― 1,404,000 3.88

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 269 243 228 210 206 235

最低(円) 233 195 172 171 186 194



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成

しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)

及び当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(自平

成17年４月１日 至平成17年９月30日)及び当中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)の中間財務諸

表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

 

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,582 1,232   1,724 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※６   4,920 5,062   5,969 

３ たな卸資産     1,739 1,824   2,006 

４ その他     979 1,353   1,082 

  貸倒引当金     △30 △11   △20 

流動資産合計     9,191 46.8 9,460 45.5   10,761 48.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※1.2 
5 

        

(1) 建物及び 
  構築物 

    1,659 1,727   1,581 

(2) 機械装置及び 
  運搬具 

    2,029 2,438   1,911 

(3) 土地     3,119 3,353   3,316 

(4) 建設仮勘定     16 130   641 

(5) その他     66 55   63 

有形固定資産 
合計 

    6,890 35.1 7,706 37.0   7,514 33.8

２ 無形固定資産 
  合計 

    47 0.2 40 0.2   44 0.2

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券     3,050 3,239   3,540 

(2) その他     474 377   407 

  貸倒引当金     △7 △18   △18 

投資その他の 
資産合計 

    3,517 17.9 3,598 17.3   3,930 17.6

固定資産合計     10,456 53.2 11,346 54.5   11,489 51.6

資産合計     19,647 100.0 20,806 100.0   22,250 100.0

            



  

  
 

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    3,045 2,980   3,549 

２ 短期借入金 ※２   3,613 3,635   3,291 

３ １年以内償還 
  予定の社債 

    100 140   100 

４ 未払法人税等     76 128   90 

５ 賞与引当金     311 165   364 

６ その他     1,127 1,755   1,886 

流動負債合計     8,275 42.1 8,805 42.3   9,281 41.7

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     300 160   250 

２ 長期借入金 ※２   580 1,352   1,172 

３ 退職給付引当金     2,038 2,163   2,121 

４ その他     132 177   332 

固定負債合計     3,051 15.5 3,852 18.5   3,876 17.4

負債合計     11,326 57.6 12,658 60.8   13,158 59.1

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     107 0.6 － －   154 0.7

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,300 21.9 － －   4,300 19.3

Ⅱ 資本剰余金     4,254 21.7 － －   4,254 19.1

Ⅲ 利益剰余金     △313 △1.6 － －   △121 △0.5

Ⅳ 再評価積立金 ※４   417 2.1 － －   520 2.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    911 4.6 － －   1,304 5.9

Ⅵ 為替換算調整勘定     △1,035 △5.3 － －   △995 △4.5

Ⅶ 自己株式     △321 △1.6 － －   △323 △1.4

資本合計     8,213 41.8 － －   8,938 40.2

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    19,647 100.0 － －   22,250 100.0

            



  
  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金     － － 4,300 20.7   － －

 ２ 資本剰余金     － － 4,254 20.5   － －

 ３ 利益剰余金     － － △845 △4.1   － －

 ４ 自己株式     － － △326 △1.6   － －

   株主資本合計     － － 7,383 35.5   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券 
   評価差額金 

    － － 1,125 5.4   － －

 ２ 繰延ヘッジ損益     － － △2 △0.0   － －

 ３ 再評価積立金 ※４   － － 520 2.5   － －

 ４ 為替換算調整勘
定 

    － － △994 △4.8   － －

評価・換算差額
等合計 

    － － 648 3.1   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 116 0.6   － －

純資産合計     － － 8,148 39.2   － －

負債純資産 
合計 

    － － 20,806 100.0   － －

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,071 100.0 10,800 100.0   21,859 100.0

Ⅱ 売上原価     9,420 93.5 9,909 91.8   19,800 90.6

売上総利益     650 6.5 890 8.2   2,059 9.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   1,023 10.2 973 9.0   2,162 9.9

営業損失     373 △3.7 83 △0.8   103 △0.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   2   1 4   

２ 受取配当金   14   18 20   

３ 為替差益   －   31 －   

４ 賃貸料   8   7 16   

５ 雑収入   25 50 0.5 14 74 0.7 57 99 0.5

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   46   70 103   

２ 為替差損   50   － 61   

３ 退職給付引当金 
  繰入額 

  62   62 125   

４ 雑支出   11 171 1.7 30 163 1.5 28 318 1.5

経常損失     494 △4.9 172 △1.6   322 △1.5

Ⅵ 特別利益           

１ 国庫補助金収入 ※２ －   281 －   

２ 貸倒引当金戻入   －   2 18   

３ 投資有価証券 
  売却益 

  16   － 151   

４ その他   － 16 0.2 － 283 2.6 1 170 0.8

Ⅶ 特別損失           

１ 棚卸資産滅失損 ※３ －   328 －   

２ 固定資産圧縮損 ※４ －   281 －   

３ 固定資産処分損 ※５ －   33 82   

４ 役員退職慰労金   －   27 －   

５ 減損損失 ※６ 197   － 201   

６ 和解金 ※７ 90 287 2.9 － 670 6.2 90 373 1.7

税金等調整前 
中間(当期) 
純損失 

    765 △7.6 559 △5.2   525 △2.4

法人税、住民税 
及び事業税 

  51   72 145   

法人税等調整額   △200 △148 △1.4 33 105 1.0 △224 △78 △0.3

少数株主損失     17 0.2 45 0.4   39 0.2

中間(当期) 
純損失 

    599 △6.0 619 △5.7   407 △1.9

            



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,254 4,254

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  4,254 4,254

    

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   394 394

Ⅱ 利益剰余金増加高   ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   中間（当期）純損失 599 407

   配当金 108 707 108 515

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  △313 △121

  株主資本

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高 
（百万円） 

4,300 4,254 △121 △323 8,109 

中間連結会計期間中の変
動額 

    

剰余金の配当   △104 △104 

中間純損失   △619 △619 

自己株式の取得   △2 △2 

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額） 

  ― 

中間連結会計期間中の変
動額合計  （百万円） 

  △723 △2 △726 

平成18年9月30日残高 
(百万円） 

4,300 4,254 △845 △326 7,383 



  

  

  評価・換算差額等
少数株主
持分 

純資産合
計 

  
そ の他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

再評価積
立金 

為替換算
調整勘定 

評 価・換
算差額等
合計 

平成18年3月31日残高 
（百万円） 

1,304 ― 520 △995 829 154 9,092 

中間連結会計期間中の変
動額 

       

剰余金の配当    ―   △104 

中間純損失    ―   △619 

自己株式の取得    ―   △2 

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額） 

△178 △2 1 △180 △37 △217 

中間連結会計期間中の変
動額合計  （百万円） 

△178 △2 ― 1 △180 △37 △943 

平成18年9月30日残高 
(百万円） 

1,125 △2 520 △994 648 116 8,148 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純損失(△) 

 △765 △559 △525

減価償却費  267 258 531

和解金  90 ― 90

投資有価証券売却益  △16 ― △151

退職給付引当金の増加額  137 41 219

受取利息及び受取配当金  △16 △20 △25

支払利息  46 70 103

為替差損益  2 △7 △6

減損損失  197 ― 201

固定資産処分損  ― 33 82

売上債権の増減額  1,270 929 265

たな卸資産の増減額  76 205 △144

仕入債務の増減額  △703 △592 △146

未払費用の増減額  △6 △77 60

賞与引当金の増減額  △159 △199 △106

貸倒引当金の増減額  0 △9 1

その他  △124 △110 △242

小計  297 △38 207

利息及び配当金の受取額  16 20 25

利息の支払額  △46 △67 △103

法人税等の支払額  △67 △57 △147

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 200 △143 △17

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の売却による収入  79 ― 374

有形固定資産の取得による 
支出 

 △196 △706 △303

その他  △26 46 6

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △143 △659 77



  

  

 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額  △87 229 △444

長期借入による収入  350 450 1,197

長期借入金の返済による 
支出 

 △354 △214 △666

社債の償還による支出  △50 △50 △100

自己株式の取得による支出  △308 △2 △310

配当金の支払額  △108 △101 △108

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △558 310 △431

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 2 0 14

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額 

 △498 △491 △357

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,081 1,724 2,081

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 1,582 1,232 1,724

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ４社 

ＴＫサポート株式会社 

TOKAI DYEING CO.,(THAILAND)LTD. 

TEXPRINT (GA.),INC. 

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA 

なお、東染総業株式会社は、

当社の非連結子会社であるトッ

プエンジニアリングサービス株

式会社を吸収合併し、ＴＫサポ

ート株式会社と社名変更をし

た。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ４社 

ＴＫサポート株式会社 

TOKAI DYEING CO.,(THAILAND)LTD. 

TEXPRINT (GA.),INC. 

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ４社 

    同左 

 (2) 主要な非連結子会社名 

   株式会社デッサン・ジュン 

  

   (連結の範囲から除いた理由) 

    非連結子会社はいずれも小

規模子会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除い

た。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

    同左 

  

   (連結の範囲から除いた理由) 

    非連結子会社はいずれも小

規模子会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲か

ら除いております。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

    同左 

  

   (連結の範囲から除いた理由) 

    非連結子会社はいずれも小

規模子会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除

いております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社数  ０社 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社数  同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社数  同左 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

TEXTRACING CO.,LTD. 

   (持分法を適用しない理由) 

    持分法非適用会社は、中間

連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除いた。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

    同左 

   (持分法を適用しない理由) 

    持分法非適用会社は、中間

連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除いております。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

    同左 

   (持分法を適用しない理由) 

    持分法非適用会社は、当期

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

いております。 



  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   連結子会社のうちＴＫサポー

ト株式会社については平成17年

７月末中間決算日、TOKAI 

DYEING CO.,(THAILAND) LTD.、

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA

については、平成17年６月末中

間決算日の中間財務諸表を使用

している。 

   TEXPRINT(GA.),INC.について

は、平成17年６月末現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用している。 

   なお、各々の決算日又は仮決

算日から中間連結決算日までの

間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行ってい

る。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   連結子会社のうちＴＫサポー

ト株式会社については平成18年

７月末中間決算日、TOKAI 

DYEING CO.,(THAILAND) LTD.、

P.T.TOKAI TEXPRINT INDONESIA

については、平成18年６月末中

間決算日の中間財務諸表を使用

しております。 

   TEXPRINT(GA.),INC.について

は、平成18年６月末現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

   なお、各々の決算日又は仮決

算日から中間連結決算日までの

間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行ってお

ります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

   連結子会社のうちＴＫサポー

ト株式会社については平成18年

１月末決算日、TOKAI  DYEING 

CO.,  (THAILAND)  LTD.、P.T. 

TOKAI TEXPRINT INDONESIAにつ

いては、平成17年12月末決算日

の財務諸表を使用しておりま

す。 

   TEXPRINT(GA.),INC.について

は、平成17年12月末現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

   なお、各々の決算日又は仮決

算日から連結決算日までの間に

生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの：中間連結

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの：中間連結

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの：連結決算

日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

   時価のないもの：移動平均

法による原価法 

時価のないもの：同左      時価のないもの：同左 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   時価法 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

  ②デリバティブ取引により生じ

る債権及び債務 

   同左 

  ③たな卸資産 

商品は個別法による低価

法、製品は移動平均法による

原価法、加工仕掛品は売価還

元法による低価法、その他の

仕掛品は移動平均法による原

価法、原材料・貯蔵品は移動

平均法による低価法を採用し

ているが、一部の連結子会社

では原価法により評価してい

る。 

  ③たな卸資産 

    商品は主として個別法によ

る低価法、製品は移動平均法

による原価法、加工仕掛品は

売価還元法による低価法、そ

の他の仕掛品は移動平均法に

よる原価法、原材料・貯蔵品

は移動平均法による低価法を

採用しておりますが、一部の

連結子会社では原価法により

評価しております。 

  ③たな卸資産 

   商品は個別法による低価

法、製品は移動平均法によ

る原価法、加工仕掛品は売

価還元法による低価法、そ

の他の仕掛品は移動平均法

による原価法、原材料・貯

蔵品は移動平均法による低

価法を採用しております

が、一部の連結子会社では

原価法により評価しており

ます。 



  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は定率法（ただし、平成10

年4月1日以後に取得した建

物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用して

いる。 

海外連結子会社は主とし

て定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

建物及び構築物 

7年～50年 

機械装置及び運搬具 

      4年～10年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は定率法（ただし、平成10

年4月1日以後に取得した建

物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用して

おります。 

在外連結子会社は主とし

て定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

7年～50年 

機械装置及び運搬具 

      4年～15年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は定率法（ただし、平成10

年4月1日以後に取得した建

物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用して

おります。 

海外連結子会社は主とし

て定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

7年～50年 

機械装置及び運搬具 

4年～10年 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び国内連

結子会社は一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。また、在外連結子会

社は主として特定の債権につ

いて回収不能見込額を計上し

ている。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び国内連

結子会社は一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。また、在外連結

子会社は主として特定の債権

について回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    同左 

  ②賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上してい

る。 

  ②賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上してお

ります。 

  ②賞与引当金 

    同左 

  ③退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

については12年による按分額

を費用処理している。 

過去勤務債務については、

発生年度に一括償却してい

る。 

  ③退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については12年による按分額

を費用処理しております。 

    過去勤務債務については、

発生年度に一括償却しており

ます。 

  ③退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社に

おいて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については12年による按分額

を費用処理しております。 

過去勤務債務については、

発生年度に一括償却しており

ます。 

  



  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12年)によ

る按分額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理

している。 

  

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(11年)によ

る按分額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理

しております。 

（追加情報） 

従来、当社の数理計算上の

差異の費用処理期間は12年と

しておりましたが、従業員の

平均残存勤務期間が短縮した

ため、当中間連結会計期間よ

り数理計算上の差異の費用処

理期間を11年に変更しており

ます。この変更に伴い、前中

間連結会計期間と同一の基準

を適用した場合に比し、営業

損失、経常損失及び税金等調

整前中間純損失は12百万円増

加しております。 

  

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12年)によ

る按分額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理

しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社等の資

産・負債及び収益・費用は、

当該子会社の中間決算日の直

物為替相場により円換算し、

為替差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調

整勘定に含めている。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産・負債及び収益・費用

は、当該子会社の中間決算日

の直物為替相場により円換算

し、為替差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産・負債及び収益・費用は、

決算日の直物為替相場により

円換算し、為替差額は少数株

主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

いる。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップについては、特例

処理の要件を満たしている場

合は、特例処理を採用してい

る。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約及

び通貨スワップについては振

当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワ

ップについては、特例処理の

要件を満たしている場合は、

特例処理を採用しておりま

す。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    同左 



  

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    変動金利の借入金、外貨建

借入金、外貨建予定取引を対

象として、金利スワップ、通

貨スワップ、為替予約を利用

している。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    変動金利の借入金、外貨建

借入金、外貨建予定取引を対

象として、金利スワップ、通

貨スワップ、為替予約を利用

しております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

  ③ヘッジ方針 

    事業活動に伴い発生する金

利変動リスク及び為替変動リ

スクを低減させることを目的

とする場合にのみデリバティ

ブ取引を利用している。 

  ③ヘッジ方針 

    事業活動に伴い発生する金

利変動リスク及び為替変動リ

スクを低減させることを目的

とする場合にのみデリバティ

ブ取引を利用しております。 

  ③ヘッジ方針 

    同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

「金融商品会計に関する実

務方針」(日本公認会計士協

会 平成12年１月31日)に基

づき有効性の評価を行なって

いる。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

「金融商品会計に関する実

務方針」(日本公認会計士協

会 平成12年１月31日)に基

づき有効性の評価を行なって

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

る。 

 (7) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

 (7) 消費税等の会計処理 

    同左 

 (8) 再評価積立金 

連結子会社のうち TOKAI 

DYEING CO., (THAILAND)LTD.

が所在地国の法律に基づき土

地の再評価を行い、その評価

差額は再評価積立金として計

上している。 

 (8) 再評価積立金 

連結子会社のうちTOKAI 

DYEING CO., (THAILAND)LTD.

が所在地国の法律に基づき土

地の再評価を行い、その評価

差額は再評価積立金として計

上しております。 

 (8) 再評価積立金 

    同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなる。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第8号 平成

17年12月9日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、8,034百万円であ

ります。 

なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固

定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用している。これ

により税金等調整前中間純損失

は、197百万円増加している。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計審議会

平成15年10月31日企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これにより税金等調整前当期準

損失は、201百万円増加しておりま

す。なお、減損損失累計額につい

ては、減価償却累計額に含めて表

示しております。 



注記事項  

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

 

前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,555百万円 

   減価償却累計額には、減損損

失累計額が含まれている。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,242百万円 

   減価償却累計額には、減損損

失累計額が含まれております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,332百万円 
   減価償却累計額には、減損損
失累計額が含まれております。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

    下記物件による工場財団を長

期借入金(１年以内返済分を含

む)490百万円の担保に供してい

る。 

建物及び構築物 393百万円

機械装置及び運搬具 179百万円

土地 143百万円

合計 715百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1)下記物件による工場財団を長

期借入金(１年以内返済分を含

む)530百万円の担保に供してお

ります。 

   (2)下記物件を短期借入金175百

万円の担保に供しております。 

建物及び構築物 282百万円

機械装置及び運搬具 81百万円

土地 102百万円

合計 466百万円

建物及び構築物 35百万円

土地 779百万円

合計 815百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1)下記物件による工場財団を長

期借入金(１年以内返済分を含

む)290百万円の担保に供してお

ります。 

   (2)下記物件を短期借入金57百万

円の担保に供しております。 

建物及び構築物 293百万円

機械装置及び運搬具 91百万円

土地 102百万円

合計 488百万円

建物及び構築物 36百万円

土地 688百万円

合計 725百万円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入等に対し保証

を行っている。 

  関係会社 ㈱東海トレーディング 

  新潟染工㈱ 

L/C連帯保証 247百万円

銀行借入の保証 40百万円

 営業取引保証 69百万円

合計 356百万円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入等に対し保証

を行っております。 

  関係会社 ㈱東海トレーディング 

  新潟染工㈱ 

L/C連帯保証 451百万円

銀行借入の保証 40百万円

 営業取引保証 77百万円

合計 568百万円

 ３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関等からの借入等に対し保証

を行っております。 

  関係会社 ㈱東海トレーディング 

  新潟染工㈱ 

L/C連帯保証 344百万円

銀行借入の保証 40百万円

 営業取引保証 58百万円

合計 442百万円

※４ 再評価積立金は在外の連結子

会社が所在地国の法律に基づい

て行った資産再評価による積立

金である。 

※４ 再評価積立金は在外連結子会

社が所在地国の法律に基づいて

行った資産再評価による積立金

であります。 

※４ 再評価積立金は在外の連結子

会社が所在地国の法律に基づい

て行った資産再評価による積立

金であります。 
※５    ―――――― ※５ 建物及び構築物、機械装置及

び運搬具で控除されている圧縮

記帳額は次のとおりでありま

す。 

国庫補助金 281百万円  

※５    ―――――― 

※６    ―――――― ※６ 中間連結会計期間末日満期手

形残高 

中間連結会計期間末日の満

期手形の会計処理について

は、手形交換日を持って決済

処理しております。なお、当

中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間連結会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。 

    受取手形 370百万円 

※６    ―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 
  

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

である。 

従業員給料手当 447百万円

賞与引当金繰入額 77百万円

退職給付引当金 

繰入額 
25百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。 

従業員給料手当 461百万円

賞与引当金繰入額 45百万円

退職給付引当金 

繰入額 
23百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。 

従業員給料手当 949百万円

賞与引当金繰入額 92百万円

退職給付引当金 

繰入額 
69百万円

※２    ―――――― ※２ 国庫補助金収入は、温室効果

ガスの自主削減目標設定に係る

設備補助事業（ボイラー設備導

入）に伴う補助金収入でありま

す。 

※２   ―――――― 

※３    ―――――― ※３ 棚卸資産滅失損は、当社元社

員による横領等の商品不正流出

額であります。なお、当該元社

員が取り扱っていた商品に係る

在庫評価損99百万円を含んでお

ります。 

※３   ―――――― 

※４    ―――――― ※４ 固定資産圧縮損は、国庫補助

金による資産の取得価額から直

接減額した価額であります。 

※４   ―――――― 

※５    ―――――― ※５ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

除却損 
33百万円

機械装置及び運搬具

除却損 
0百万円

※５ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

除却損 
35百万円

機械装置及び運搬具 

除却損 
47百万円

※６ 減損損失の内訳は次のとおり

である。 

   当社グループは、資産を事業

用資産、共用資産及び遊休資産

に分類し、事業用資産について

は独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を、遊休

資産についてはそれぞれの個別

物件を、グルーピングの最小単

位として減損の兆候を判定して

いる。 

   その結果、遊休資産以外のグ

ループにおいては減損の兆候は

なかったが、当中間連結会計期

間において上記遊休資産につい

ては帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失197百万円として特別損失に

計上した。 

場所 兵庫県神戸市 

用途 遊休資産 

種類 建物及び構築物 

減損損失  197百万円 

※６    ―――――― ※６ 減損損失の内訳は次のとおり

であります。 

   当社グループは、資産を事業

用資産、共用資産及び遊休資産

に分類し、事業用資産について

は独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を、遊休

資産についてはそれぞれの個別

物件を、グルーピングの最小単

位として減損の兆候を判定して

おります。 

   その結果、遊休資産以外のグ

ループにおいては減損の兆候は

ありませんでしたが、当連結会

計年度において上記遊休資産に

ついては帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失201百万円として特別損

失に計上しております。 

場所 兵庫県神戸市 他 

用途 遊休資産 

種類 建物及び構築物 

減損損失  201百万円 



  

  
  
(中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株主の自己株式の株式数の増加12千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金の支払 

  
（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後になるもの 

該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

   なお、上記遊休資産の回収可

能価額は正味売却価額により測

定しており、不動産鑑定評価額

を基に算定している。 

     なお、当該資産の回収能価額

は正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定評価額等を基

に算定しております。 

※７ 海外技術指導に関する紛争解

決和解金である。 

※７    ―――――― ※７ 海外技術指導に関する紛争解

決和解金であります。 

  
前連結会計年度末 
（千株） 

増加株式数
（千株） 

減少株式数
（千株） 

当中間連結会計期間末 

（千株） 

発行済株式 
普通株式 

36,142 ― ― 36,142 

合計 36,142 ― ― 36,142 

自己株式 
普通株式 

1,392 12 ― 1,404 

合計 1,392 12 ― 1,404 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たりの
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 104百万円 3円 平成18年3月31日平成18年6月29日 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

  

現金及び預金勘定 1,582百万円

預金期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等物 1,582百万円

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

  

現金及び預金勘定 1,232百万円

預金期間が３ヶ月を

超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等物 1,232百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

  

現金及び預金勘定 1,724百万円

預金期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等物 1,724百万円



(リース取引関係) 
  

  

  

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円) 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円) 

中 間 期
末 残 高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

88 36 51 

その他
有形固
定資産 

393 273 120 

合計 481 309 171 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円)

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円)

中 間 期
末 残 高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

270 31 239 

その他
有形固
定資産 

296 225 70 

合計 567 256 310 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円) 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円) 

期 末 残
高 相 当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

72 26 45 

その他
有形固
定資産 

308 219 88 

合計 380 246 134 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

１年以内 76百万円

１年超 95百万円

合計 171百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 96百万円

１年超 213百万円

合計 310百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 62百万円

１年超 71百万円

合計 134百万円

３ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(1) 支払リース料 45百万円

(2) 減価償却費相当額 45百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(1) 支払リース料 40百万円

(2) 減価償却費相当額 40百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(1) 支払リース料 70百万円

(2) 減価償却費相当額 70百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高は、未経過リ

ース料が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により

算定している。 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高は、未経過リー

ス料が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定し

ております。 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高は、未経過リース料

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しておりま

す。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はない。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 
前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当事項なし 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当事項なし 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

  

 

  
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 950 3,023 2,073 

(2) 債券       

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ― ― ― 

 ③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 950 3,023 2,073 

  
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 19 

  
取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 781 3,212 2,430 

(2) 債券       

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ― ― ― 

 ③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 781 3,212 2,430 

  
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 19 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当事項なし 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

  

  
  
(デリバティブ取引関係) 

  
前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 
(通貨関連) 

  

(注) １ 時価の算定方法 取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示の対象から除いている。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 
該当事項はありません。 

  
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 株式 781 3,512 2,731 

(2) 債券       

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ― ― ― 

 ③その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 781 3,512 2,731 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 20 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち

１年超(百万円)

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引以外の取引 為替予約 110 ― 110 △0 

合計 110 ― 110 △0 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

 

  
繊維事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

機械販売
事業 
(百万円) 

倉庫事業
  

(百万円)

保育サー
ビス事業
(百万円)

システム
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高          

１外部顧客に 
 対する売上
高 

9,631 39 42 17 233 101 4 10,071 ― 10,071

２ セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

1 ― 122 195 ― 44 6 370 (370) ―

計 9,633 39 165 212 233 145 11 10,441 (370) 10,071

営業費用 10,066 9 173 195 207 132 26 10,810 (366) 10,444

営業利益又は 
営業損失(△) 

△432 30 △8 16 26 13 △14 △368 (4) △373

  
繊維事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

機械販売
事業 
(百万円) 

倉庫事業
  

(百万円)

保育サー
ビス事業
(百万円)

システム
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高          

１外部顧客に 
 対する売上
高 

10,207 40 111 9 280 136 14 10,800 ― 10,800

２ セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

0 ― 153 203 ― 46 ― 403 (403) ―

計 10,207 40 264 213 280 183 14 11,204 (403) 10,800

営業費用 10,390 9 257 209 239 163 16 11,287 (403) 10,883

営業利益又は 
営業損失(△) 

△182 30 6 3 40 19 △2 △82 (0) △83



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) １ 事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テキスタイル

(衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等)、縫製品(パンツ、パジャマ、カジュアルシャツ等)

(2) 不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸 

(3) 機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等 

(4) 倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管 

(5) 保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス 

(6) システム事業………ソフト開発の請負等 

(7) その他の事業………包装資材販売等 

 

  
繊維事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸事業 
(百万円) 

機械販売
事業 
(百万円) 

倉庫事業
  

(百万円)

保育サー
ビス事業
(百万円)

システム
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

売上高          

１外部顧客に 
 対する売上
高 

20,952 79 99 9 485 234 ― 21,859 － 21,859

２ セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

2 － 271 396 － 89 28 788 (788) － 

計 20,954 79 370 406 485 323 28 22,648 (788) 21,859

営業費用 21,226 20 410 367 430 271 36 22,762 (799) 21,963

営業利益又は 
営業損失(△) 

△272 59 △39 39 54 51 △7 △114 10 △103



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…………アメリカ 

(2) 東南アジア…タイ・インドネシア 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

１ 外部顧客に 
対する売上高 

7,703 6 2,361 10,071 ― 10,071

２ セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

87 - 1 88 (88) ―

計 7,790 6 2,362 10,159 (88) 10,071

営業費用 8,187 28 2,318 10,534 (90) 10,444

営業利益又は 
営業損失(△) 

△396 △22 44 △374 1 △373

  
日本 
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

１ 外部顧客に 
対する売上高 

8,533 2,267 ― 10,800 ― 10,800

２ セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

103 31 ― 134 (134) ―

計 8,637 2,298 ― 10,935 (134) 10,800

営業費用 8,664 2,343 14 11,021 (137) 10,883

営業利益又は 
営業損失(△) 

△26 △44 △14 △85 2 △83

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

１ 外部顧客に 
対する売上高 

16,951 6 4,901 21,859 ― 21,859

２ セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

233 ― 44 277 (277) ―

計 17,185 6 4,945 22,137 (277) 21,859

営業費用 17,426 45 4,774 22,246 (283) 21,963

営業利益又は 
営業損失(△) 

△241 △38 171 △108 5 △103



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米……………アメリカ 

(2) 東南アジア……タイ・インドネシア 

(3) その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外における売上高であります。 

  

 

  
北米 
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

１ 海外売上高 1,470 1,244 402 3,118

２ 連結売上高   10,071

３ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.6 12.4 4.0 31.0

  
北米 
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

１ 海外売上高 1,372 1,252 388 3,013

２ 連結売上高   10,800

３ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

12.7 11.6 3.6 27.9

  
北米 
(百万円) 

東南アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計 
(百万円) 

１ 海外売上高 3,130 2,733 1,104 6,969

２ 連結売上高   21,859

３ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.3 12.5 5.1 31.9



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 236円30銭 １株当たり純資産額 231円21銭 １株当たり純資産額 257円22銭 

１株当たり中間純損失 16円81銭 １株当たり中間純損失 17円82銭 １株当たり当期純損失  11円56銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、1株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在ないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純損失 (百万円) 599 619 407

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純損失 (百万円) 

599 619 407

期中平均株式数 (千株) 35,673 34,745 35,248

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （重要な資産の譲渡 浜松物件） 

 当社グループは資産の効率化及び

有利子負債の圧縮を図るため、下記

固定資産を譲渡することといたしま

した。 

――――― 

  １．譲渡資産の内容 
(1)資産の内容及び所在地 
土地（6,611.66㎡） 
浜松市中田町846番5他4筆 

(2)帳簿価額  8百万円 
(3)譲渡価額 380百万円 
(4)現況   厚生施設 

  ２．譲渡先の概要 
(1)商号 平岡ボデー株式会社 
(2)本店所在地  
静岡県浜松市桜台1丁目 
14番1号 

(3)代表者  
代表取締役社長 小宮山信孝

(4)資本の額 80百万円 
(5)主な事業の内容  
自動車部品製造 

(6)当社グループとの関係 なし 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ３．譲渡の日程 
平成18年10月10日  
 取締役会決議 
平成18年10月10日  
 売買契約締結 
平成19年5月31日 
物件引渡 

  ４．今後の見通し 

当該資産の譲渡により、平成20

年3月期決算に固定資産売却益約

320百万円（譲渡経費控除後）を

特別利益に計上する見込みであり

ます。 

  

――――― （重要な資産の譲渡 神戸物件） 

 当社は資産の効率化および有利子

負債の圧縮を図るため、下記固定資

産を譲渡することといたしました。 

１．譲渡資産の内容 

(1) 資産の内容及び所在地 

  土地（4,519.26㎡） 

  神戸市東灘区青木３丁目228番1 

(2) 帳簿価額   824百万円 

(3) 譲渡価額 1,230百万円 

(4) 現況   遊休資産 

――――― 

  

２．譲渡先の概要 

①(1) 商号 株式会社長谷工コーポ

レーション 

(2) 本店所在地 

  東京都港区芝二丁目32番1号 

(3) 代表者 

代表取締役社長 岩尾 崇 

(4) 資本の額  50,000百万円 

(5) 主な事業の内容 

建設事業 

(6) 当社との関係  なし 

 

  ②(1) 商号 徳新建設株式会社 

(2) 本店所在地 

  大阪市港区波除２－４－２ 

(3) 代表者 

代表取締役社長 徳永 正 

(4) 資本の額  48百万円 

(5) 主な事業の内容 

建築工事 
(6) 当社との関係  なし 

 

  ③(1) 商号 株式会社フクトク住宅 

(2) 本店所在地 

  大阪府岸和田市大町一丁目 

  13番14号 

(3) 代表者 

代表取締役社長 佐竹 嘉昭 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 資本の額  10百万円 

(5) 主な事業の内容 



  

土木、建築工事 

(6) 当社との関係  なし 

  ３.譲渡の日程  

平成18年12月27日 取締役会決議 

平成18年12月27日 売買契約締結 

平成19年 3月30日迄 物件引渡 

  ４.今後の見通し 

  当該資産の譲渡により、平成19年

3月期決算に固定資産売却益約230百

万円（譲渡経費控除後）を特別利益

に計上する見込みであります。 

 当社は、平成17年11月25日開催の

取締役会において、平成18年４月30

日までに、今枝染工株式会社の営業

の一部である染色加工事業を譲受け

ることを決議した。 

なお、営業譲受の概要は次のとお

りである。 

  

１．目的 

  当社グループは受注数量の

確保及び婦人衣料以外の分野の強

化をしたいと考えており、今枝染

工株式会社の染色加工事業を譲受

けることとしたものである。これ

により、ユニフォーム市場の開拓

と合わせ受注数量の確保による収

益の強化を図る目的である。 

  

２．営業譲受相手会社の概要 

(1) 名称 今枝染工株式会社 

(2) 主な事業内容  

ユニフォーム及びカジュアル

衣料の染色加工事業 

(3) 設立年月日 大正10年10月 

(4) 本店所在地 

浜松市上新屋町１番地 

(5) 代表者 取締役社長 今枝 孝介 

(6) 資本金 

  ３千万円(平成17年３月期末) 

(7) 売上高 

  13億７千万円(平成17年３

月期) 

  

３．営業譲受の内容 

ユニフォーム及びカジュアル衣

料の染色加工事業 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４．譲受ける資産・負債の金額 

負債については譲受しない。決

済方法は譲受の都度に、検収完了

後、現金にて決済する。 

資産 

項目 帳簿価額 

棚卸資産 約10百万円 

機械装置等 約60百万円 

合計 約70百万円 

  

５．日程   



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

平成17年11月25日 

営業譲受承認取締役会 

平成17年11月25日 

営業譲受契約書締結 

平成18年４月30日 

営業譲受期日 

なお、譲受の時期を待たずに移

管可能なものについては、順次、

これを譲受ける。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

 

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,296   1,096 1,622   

２ 受取手形 ※５ 2,052   2,053 2,415   

３ 売掛金   2,294   2,393 2,974   

４ たな卸資産   1,187   1,236 1,392   

５ その他   478   638 458   

  貸倒引当金   △27   △9 △12   

流動資産合計     7,280 39.6 7,409 39.1   8,851 43.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※
1.2.4 

        

(1) 建物   1,160   1,273 1,110   

(2) 機械及び装置   1,577   1,980 1,429   

(3) 土地   2,729   2,729 2,729   

(4) その他の 
  有形固定資産 

  362   386 926   

有形固定資産 
合計 

  5,829   31.7 6,369 33.6 6,196   30.1

２ 無形固定資産   45   0.3 38 0.2 42   0.2

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   4,416   4,602 4,902   

(2) その他   809   543 579   

  貸倒引当金   △7   △18 △18   

投資その他の 
資産合計 

  5,218   28.4 5,128 27.1 5,463   26.6

固定資産合計     11,093 60.4 11,536 60.9   11,702 56.9

資産合計     18,374 100.0 18,945 100.0   20,553 100.0

            



  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   1,652   1,658 1,966   

２ 買掛金   732   691 990   

３ 短期借入金 ※２ 2,318   2,089 1,937   

４ １年以内償還 
  予定の社債 

  100   140 100   

５ 未払法人税等   22   30 38   

６ 賞与引当金   279   133 344   

７ その他 ※６ 1,029   1,595 1,698   

流動負債合計     6,135 33.4 6,339 33.5   7,077 34.4

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   300   160 250   

２ 長期借入金 ※２ 522   1,222 1,030   

３ 退職給付引当金   2,028   2,163 2,111   

４ その他固定負債   117   151 317   

固定負債合計     2,968 16.2 3,696 19.5   3,708 18.1

負債合計     9,103 49.5 10,035 53.0   10,785 52.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,300 23.4 － －   4,300 20.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   1,075   － 1,075   

２ その他資本 
  剰余金 

  3,179   － 3,179   

資本剰余金合計     4,254 23.2 － －   4,254 20.7

Ⅲ 利益剰余金           

  中間(当期) 
  未処分利益 

  128   － 238   

利益剰余金合計     128 0.7 － －   238 1.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    908 4.9 － －   1,298 6.3

Ⅴ 自己株式     △321 △1.8 － －   △323 △1.6

資本合計     9,270 50.5 － －   9,767 47.5

負債・資本合計     18,374 100.0 － －   20,553 100.0

            

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           



  

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金     － － 4,300 22.7   － －

 ２ 資本剰余金           

  (1)資本準備金   －   1,075 －   

  (2)その他資本 
    剰余金 

  －   3,179 －   

    資本剰余金合計     － － 4,254 22.4   － －

 ３ 利益剰余金           

   その他利益 
   剰余金 

          

    繰越利益 
    剰余金 

  －   △436 －   

    利益剰余金合計     － － △436 △2.3   － －

 ４ 自己株式     － － △326 △1.7   － －

  株主資本合計     － － 7,791 41.1   － －

Ⅱ評価・換算差額等           

 １その他有価証券 
  評価差額金 

    － － 1,120 5.9   － －

 ２繰延ヘッジ損益     － － △2 △0.0   － －

  評価・換算差額等 
  合計 

    － － 1,118 5.9   － －

  純資産合計     － － 8,909 47.0   － －

  負債純資産合計     － － 18,945 100.0   － －

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     7,409 100.0 8,183 100.0   16,414 100.0

Ⅱ 売上原価     7,045 95.1 7,502 91.7   15,187 92.5

売上総利益     363 4.9 681 8.3   1,226 7.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    803 10.8 770 9.4   1,624 9.9

営業損失     439 △5.9 89 △1.1   398 △2.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   88 1.2 87 1.1   165 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   99 1.4 127 1.6   199 1.2

経常損失     450 △6.1 129 △1.6   432 △2.6

Ⅵ 特別利益 ※３   16 0.2 283 3.5   156 1.0

Ⅶ 特別損失 ※4.6   287 3.9 670 8.2   338 2.1

税引前中間 
(当期)純損失 

    722 △9.8 515 △6.3   614 △3.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  17   17 39   

法人税等調整額   △197 △179 △2.5 37 54 0.7 △221 △181 △1.1

中間(当期) 
純損失 

    542 △7.3 570 △7.0   432 △2.6

前期繰越利益     671 －   671 

中間(当期) 
未処分利益 

    128 －   238 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  

  

  

 

  株主資本

  資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日残高 
（百万円） 

4,300 1,075 3,179 4,254 238 238 △323 8,469 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当    △104 △104   △104 

中間純損失    △570 △570   △570 

自己株式の取得    △2 △2 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

     ― 

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

― ― ― ― △674 △674 △2 △677 

平成18年9月30日残高 
（百万円） 

4,300 1,075 3,179 4,254 △436 △436 △326 7,791 

  評価・換算差額等

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計 

平成18年3月31日残高 
（百万円） 

1,298 ― 1,298 9,767 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当   ― △104 

中間純損失   ― △570 

自己株式の取得   ― △2 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△177 △2 △180 △180 

中間会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

△177 △2 △180 △857 

平成18年9月30日残高 
（百万円） 

1,120 △2 1,118 8,909 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

    同左 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

    同左 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

  商 品 個別法による低価法 

  製 品 移動平均法による原価

法 

  仕掛品 加工仕掛品は売価還元

法による低価法 

      その他の仕掛品は移動

平均法による原価法 

  原材料・貯蔵品 

      移動平均法による低価

法 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

  商 品 主として個別法による

低価法 

  製 品 移動平均法による原価

法 

  仕掛品 加工仕掛品は売価還元

法による低価法 

      その他の仕掛品は移動

平均法による原価法 

  原材料・貯蔵品 

      移動平均法による低価

法 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

  商 品 個別法による低価法 

  製 品 移動平均法による原価

法 

  仕掛品 加工仕掛品は売価還元

法による低価法 

      その他の仕掛品は移動

平均法による原価法 

  原材料・貯蔵品 

     移動平均法による低価

法 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年度

の法人税法の改正に伴い、平成

10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)については

定額法)を採用している。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については定額

法)を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物     ７年～50年 

   機械及び装置 ７年～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については定額

法)を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物     ７年～50年 

   機械及び装置 ７年～10年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

    同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 



  

  
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上している。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。なお、会

計基準変更時差異については、

12年による按分額を費用処理し

ている。過去勤務債務について

は、発生年度に一括償却してい

る。数理計算上の差異について

は発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(12年)

による按分額を、翌期より定額

法により費用処理している。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異につい

ては、12年による按分額を費用

処理しております。過去勤務債

務については、発生年度に一括

償却しております。数理計算上

の差異については発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(11年)による按分額

を、それぞれ発生の翌期より定

額法により費用処理しておりま

す。 

（追加情報） 

   従来、当社の数理計算上の差

異の費用処理期間は12年として

おりましたが、従業員の平均残

存勤務期間が短縮したため、当

中間会計期間より数理計算上の

差異の費用処理期間を11年に変

更しております。この変更に伴

い、前中間会計期間と同一の基

準を適用した場合に比し、営業

損失、経常損失及び税引前中間

純損失は12百万円増加しており

ます。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時

差異については12年による按分

額を費用処理している。過去勤

務債務については、発生年度に

一括償却しております。数理計

算上の差異については発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(12年)による按分

額を、翌期より定額法により費

用処理しております。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、振当

処理を行ったものを除き、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理している。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、振

当処理を行ったものを除き、

中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しておりま

す。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、振当

処理を行ったものを除き、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、為替差額は損益として

処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

    同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用して

いる。なお、為替予約について

は振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワ

ップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は、特例

処理を採用している。 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約に

ついては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たし

ている場合は、特例処理を採

用しております。 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    同左 



  

  

会計処理の変更 
  

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   変動金利の借入金、外貨建貸

付金、外貨建予定取引を対象と

して、金利スワップ、通貨スワ

ップ、為替予約を利用してい

る。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   変動金利の借入金、外貨建貸

付金、外貨建予定取引を対象と

して、金利スワップ、通貨スワ

ップ、為替予約を利用しており

ます。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

 (3) ヘッジ方針 

   事業活動に伴い発生する金利

変動リスク及び為替変動リスク

を低減させることを目的とする

場合にデリバティブ取引を利用

している。 

 (3) ヘッジ方針 

   事業活動に伴い発生する金

利変動リスク及び為替変動リ

スクを低減させることを目的

とする場合にのみデリバティ

ブ取引を利用しております。 

 (3) ヘッジ方針 

    同左 

 (4) ヘッジ有効性の評価 

   「金融商品会計に関する実務

指針」(日本公認会計士協会

平成12年１月31日)により、有

効性の評価を行っている。 

 (4) ヘッジ有効性の評価 

   「金融商品会計に関する実

務指針」(日本公認会計士協会

平成12年１月31日)に基づき有

効性の評価を行っておりま

す。 

 (4) ヘッジ有効性の評価 

    同左 

７ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっている。 

７ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ 消費税等の会計処理 

    同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

   当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

   これまでの資本の部の合計に

相当する金額は、8,912百万円で

あります。 

   なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部

については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間

財務諸表等規則により作成して

おります。 

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用している。 

   これにより税引前中間純損失

が197百万円増加している。 

――――― 
（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 
   これにより税引前当期純損失
が201百万円増加しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

    
 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

20,967百万円 

 減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれている。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

20,453百万円 

 減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれておりま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

20,551百万円 

 減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれておりま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   下記物件による工場財団を長

期借入金(１年内返済分を含

む。）410百万円の担保に供し

ている。 

建物 270百万円

構築物 50百万円

機械及び装置 179百万円

土地 140百万円

計 640百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   下記物件による工場財団を長

期借入金(１年内返済分を含

む。）530百万円の担保に供し

ております。 

建物 238百万円

構築物 43百万円

機械及び装置 81百万円

土地 102百万円

計 466百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   下記物件による工場財団を長

期借入金(１年内返済分を含

む。) 290百万円の担保に供し

ております。 

建物 247百万円

構築物 45百万円

機械及び装置 91百万円

土地 102百万円

計 488百万円

      

 ３ 偶発債務 

  関係会社P.T.TOKAI TEXPRINT  

INDONESIA 

    424百万円 銀行借入の保証 

  関係会社TOKAI DYEING CO.,  

(THAILAND)LTD. 

    481百万円 銀行借入の保証 

  関係会社ＴＫサポート㈱ 

     18百万円 銀行借入の保証 

  関係会社㈱東海トレーディング 

     40百万円 銀行借入の保証 

    247百万円 L/C連帯保証 

  新潟染工㈱ 

     69百万円 営業取引保証 

 合計 1,280百万円   

 ３ 偶発債務 

  関係会社P.T.TOKAI TEXPRINT  

INDONESIA 

  関係会社TOKAI DYEING CO.,  

(THAILAND)LTD. 

  関係会社 ㈱東海トレーディング 

  新潟染工㈱ 

銀行借入の保証 442百万円

銀行借入の保証 655百万円

L/C連帯保証 451百万円

銀行借入の保証 40百万円

 営業取引保証 77百万円

合計 1,666百万円

 ３ 偶発債務 

  関係会社P.T.TOKAI TEXPRINT  

INDONESIA 

    440百万円 銀行借入の保証 

  関係会社TOKAI DYEING CO.,  

(THAILAND)LTD. 

    528百万円 銀行借入の保証 

  関係会社ＴＫサポート㈱ 

     14百万円 銀行借入の保証 

  関係会社㈱東海トレーディング 

     40百万円 銀行借入の保証 

    344百万円 L/C連帯保証 

  新潟染工㈱ 

     58百万円 営業取引保証 

合計 1,426百万円   

※４    ――――― ※４ 建物、機械及び装置、その他
の有形固定資産で控除されている
圧縮記帳額は次のとおりでありま
す。 

   国庫補助金  281百万円 

※４    ――――― 

※５    ――――― ※５ 中間期末日満期手形残高 

  中間期末日満期手形の会計処理
については、満期日に決済が行わ
れたものとして処理しておりま
す。なお、当中間会計期間の末日
は金融機関の休日であったため、
次の当中間期末日満期手形が、中
間期末残高から除かれておりま
す。 

   受取手形 370百万円 

  

※５    ――――― 

※６ 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺の上、流動負債その他に

含めて表示している。 

※６ 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺の上、流動負債その他に

含めて表示しております。 

※６    ――――― 



(中間損益計算書関係) 
  

  
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 8百万円

受取配当金 38百万円

賃貸料 13百万円

為替差益 11百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

受取配当金 48百万円

賃貸料 13百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 17百万円

受取配当金 44百万円

賃貸料 16百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 17百万円

退職給付引当金 
繰入額 

62百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 21百万円

退職給付引当金
繰入額 

62百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 33百万円

退職給付引当金 
繰入額 

125百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

16百万円

※３ 特別利益の主要項目 

国庫補助金収入は、温室

効果ガスの自主削減目標設定

に係る設備補助事業（ボイラ

ー設備導入）に伴う補助金収

入であります。 

貸倒引当金戻入益 2百万円

国庫補助金収入 281百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

151百万円

※４ 特別損失の主要項目 

 海外技術指導に関する

紛争解決和解金である。 

減損損失 197百万円

和解金 90百万円

※４ 特別損失の主要項目 

（注1）商品滅失損は、当社元社員

による横領等の商品不正流失

額であります。なお、当該元

社員が取り扱っていた商品に

係る在庫評価損99百万円を含

んでおります。 

（注2）固定資産圧縮損は、国庫補

助金による資産の取得価額か

ら直接減額した価額でありま

す。 

商品滅失損(注1) 328百万円

固定資産圧縮損
（注2） 

281百万円

固定資産処分損 33百万円

役員退職慰労金 27百万円

※４ 特別損失の主要項目 

 海外技術指導に関する紛

争解決和解金であります。 

減損損失 201百万円

固定資産処分損 47百万円

和解金 90百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 190百万円

無形固定資産 3百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 180百万円

無形固定資産 3百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 381百万円

無形固定資産 6百万円

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上している。 

 当社は資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産に分類し、事業用資

産については独立したキャッシュフ

ローを生み出す最小の単位を、遊休

資産についてはそれぞれの個別物件

を、グルーピングの最小単位として

減損の兆候を判定している。 

  

場所 兵庫県神戸市 

用途 遊休資産 

種類 建物、その他の有形
固定資産 

減損損失  197百万円  

※６ ――――― 
※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

 当社は資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産に分類し、事業用資

産については独立したキャッシュフ

ローを生み出す最小の単位を、遊休

資産についてはそれぞれの個別物件

を、グルーピングの最小単位として

減損の兆候を判定しております。 

場所 兵庫県神戸市 他 

用途 遊休資産 

種類 建物、その他の有形
固定資産 

減損損失 201百万円  



  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 12千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  その結果、遊休資産以外のグル

ープにおいては減損の兆候はなか

ったが、当中間会計期間において

上記遊休資産については帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を、減損損失197百万円と

して特別損失に計上している。そ

の内訳は建物193百万円、その他

の有形固定資産3百万円である。 

  なお、上記遊休資産の回収可能

価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額を基に

算定している。 

  

    その結果、遊休資産以外のグル

ープにおいては減損の兆候はあり

ませんでしたが、当事業年度にお

いて上記遊休資産については帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を、減損損失201百万

円として特別損失に計上しており

ます。その内訳は建物193百万

円、その他の有形固定資産7百万

円であります。 

  なお、上記遊休資産の回収可能

価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額等を基

に算定しております。 

  

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

自己株式   

普通株式 （注） 1,392 12 － 1,404

合  計 1,392 12 － 1,404



(リース取引関係) 

  

  
  

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円) 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円) 

中 間 期
末 残 高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

3 2 0 

その他
の有形
固定資
産 

417 295 122 

合計 421 298 122 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円)

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円)

中 間 期
末 残 高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

188 5 183 

その他
の有形
固定資
産 

307 236 70 

合計 495 241 253 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取 得 価
額 相 当
額 
(百万円) 

減 価 償
却 累 計
額 相 当
額 
(百万円) 

中 間 期
末 残 高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

3 3 0 

その他
の有形
固定資
産 

316 227 89 

合計 320 230 89 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 68百万円

１年超 54百万円

合計 122百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 85百万円

１年超 168百万円

合計 253百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 54百万円

１年超 34百万円

合計 89百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 40百万円

減価償却費相当額 40百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 62百万円

減価償却費相当額 62百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

５ 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はない。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

    同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （重要な資産の譲渡 浜松物件） 

 当社は資産の効率化および有利子

負債の圧縮を図るため、下記固定資

産を譲渡することといたしました。 

１．譲渡資産の内容 

(1) 資産の内容及び所在地 

  土地（6,201.39㎡） 

  浜松市中田町846番５他３筆 

(2) 帳簿価額  ７百万円 

(3) 譲渡価額 356百万円 

(4) 現況   厚生施設 

――――― 

  

２．譲渡先の概要 

(1) 商号 平岡ボデー株式会社 

(2) 本店所在地 

 静岡県浜松市桜台一丁目14番１号 

(3) 代表者 

  代表取締役社長 小宮山 信孝

(4) 資本の額  80百万円 

(5) 主な事業の内容 

  自動車部品製造 

(6) 当社との関係  なし 

  

  

３.譲渡の日程 

 平成18年10月10日 取締役会決議 

 平成18年10月10日 売買契約締結 

 平成19年 5月31日 物件引渡 

４.今後の見通し 

  当該資産の譲渡により、平成20年

3月期決算に固定資産売却益約300百

万円（譲渡経費控除後）を特別利益

に計上する見込みであります。 

  

  



    

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （重要な資産の譲渡 神戸物件） 

 当社は資産の効率化および有利子

負債の圧縮を図るため、下記固定資

産を譲渡することといたしました。 

１．譲渡資産の内容 

(1) 資産の内容及び所在地 

  土地（4,519.26㎡） 

  神戸市東灘区青木３丁目228番1 

(2) 帳簿価額   824百万円 

(3) 譲渡価額 1,230百万円 

(4) 現況   遊休資産 

――――― 

  

２．譲渡先の概要 

①(1) 商号 株式会社長谷工コーポ

レーション 

(2) 本店所在地 

  東京都港区芝二丁目32番1号 

(3) 代表者 

代表取締役社長 岩尾 崇 

(4) 資本の額  50,000百万円 

(5) 主な事業の内容 

建設事業 

(6) 当社との関係  なし 

②(1) 商号 徳新建設株式会社 

(2) 本店所在地 

  大阪市港区波除２－４－２ 

(3) 代表者 

代表取締役社長 徳永 正 

(4) 資本の額  48百万円 

(5) 主な事業の内容 

建築工事 

(6) 当社との関係  なし 

③(1) 商号 株式会社フクトク住宅 

(2) 本店所在地 

  大阪府岸和田市大町一丁目 

  13番14号 

(3) 代表者 

代表取締役社長 佐竹 嘉昭 

(4) 資本の額  10百万円 

(5) 主な事業の内容 

土木、建築工事 

(6) 当社との関係  なし 

  

  

３.譲渡の日程  

 平成18年12月27日 取締役会決議 

 平成18年12月27日 売買契約締結 

 平成19年 3月30日迄 物件引渡 

４.今後の見通し 

  当該資産の譲渡により、平成19年

3月期決算に固定資産売却益約230百

万円（譲渡経費控除後）を特別利益

に計上する見込みであります。 

  



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当社は、平成17年11月25日開催の

取締役会において、平成18年４月30

日までに、今枝染工株式会社の営業

の一部である染色加工事業を譲受け

ることを決議した。 

 なお、営業譲受の概要は次のとお

りである。 

――――― ――――― 

１．目的 

 当社は受注数量の確保及び婦人

衣料以外の分野の強化をしたいと

考えており、今枝染工株式会社の

染色加工事業を譲受けることとし

たものである。これにより、ユニ

フォーム市場の開拓と合わせ受注

数量の確保による収益の強化を図

る目的である。 

    

２．営業譲受相手会社の概要 

(1) 名称 今枝染工株式会社 

(2) 主な事業内容  

 ユニフォーム及びカジュアル

衣料の染色加工事業 

(3) 設立年月日 大正10年10月 

(4) 本店所在地 

  浜松市上新屋町１番地 

(5) 代表者 取締役社長 今枝 孝介 

(6) 資本金  

  ３千万円(平成17年３月期末） 

(7) 売上高  

  13億７千万円(平成17年３月期) 

    

３．営業譲受の内容 

 ユニフォーム及びカジュアル

衣料の染色加工事業 

  

４．譲受ける資産・負債の金額 

 負債については譲受しない。

決済方法は譲受の都度に、検収

完了後、現金にて決済する。 

資産 

項目 帳簿価額 

棚卸資産 約10百万円 

機械装置等 約60百万円 

合計 約70百万円 

    

５．日程 

平成17年11月25日 

営業譲受承認取締役会 

平成17年11月25日 

営業譲受契約書締結 

平成18年４月30日 

営業譲受期日 

 なお、譲受の時期を待たずに移管

可能なものについては、順次、これ

を譲受ける。 

    



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 

(１) 
  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第86期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日 

東海財務局長に提出。 

  

(２) 
  

臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（重要な資産の譲渡）の規定に基づく

臨時報告書を平成18年10月16日東海財務局長に提出。 

  

  

(３) 
  

臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響

を与える事象）の規定に基づく臨時報告書を平成18年12月12日東海財務局長に提出。 

  

  

(４) 
  

臨時報告書の訂正報告書 

平成18年12月26日東海財務局長に提出。 

平成18年12月12日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に係る訂正報告

書であります。 

  

  

(５) 
  

臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（重要な資産の譲渡）の規定に基づく

臨時報告書を平成18年12月28日東海財務局長に提出。 

  

  

(６) 
  

有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年12月28日東海財務局長に提出。 

事業年度 第85期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。 

  

  

(７) 
  

有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年12月28日東海財務局長に提出。 

事業年度 第86期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。 

  

  

(８) 
  

半期報告書の訂正報告書 

平成18年12月28日東海財務局長に提出。 

事業年度 第86期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書で

あります。 

  

  

(９) 
  

自己株券買付状況報告書 

平成18年４月７日、平成18年５月９日、平成18年６月７日、平成18年７月７日 

東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月28日

東海染工株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の平成17年

４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東海染工株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社元社員による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出が

発見されたため、会社は中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間連結財務諸表について再度監査を行っ

た。この訂正の結果、中間連結損益計算書に与える影響は、売上高が151百万円減少し、売上原価が119百万円減少したことなど

により、営業損失、経常損失、税金等調整前中間純損失及び中間純損失がそれぞれ31百万円増加している。また、中間連結貸借

対照表に与える主な影響は、受取手形及び売掛金が235百万円減少し、たな卸資産が173百万円増加している。 

２． 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「固

定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  小  西  忠  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  重  松  孝  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  坂  井  俊  介  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月28日

東海染工株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の平成18

年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務

諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東海染工株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 重要な後発事象に記載のとおり、会社及び連結子会社は平成18年10月10日開催の取締役会において浜松市中田町に保有する土地の売

却を決議し、同日売買契約を締結した。 

２． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年12月27日開催の取締役会において神戸市東灘区青木に保有する土地の売却を

決議し、同日売買契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  藤  岡  孝  史  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  重  松  孝  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  坂  井  俊  介  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  市 之 瀬   申   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月28日

東海染工株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第86期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東海染

工株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社元社員による売上金額等の不正計上及び商品の不正流出が

発見されたため、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間財務諸表について再度監査を行った。この

訂正の結果、中間損益計算書に与える影響は、売上高が151百万円減少し、売上原価が119百万円減少したことなどにより、営業

損失、経常損失、税引前中間純損失及び中間純損失がそれぞれ31百万円増加している。また、中間貸借対照表に与える主な影響

は、売掛金が235百万円減少し、たな卸資産が173百万円増加している。 

２． 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  小  西  忠  光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  重  松  孝  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  坂  井  俊  介  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月28日

東海染工株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の平成18

年４月１日から平成19年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東海染

工株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年10月10日開催の取締役会において浜松市中田町に保有する土地の売却を決議し、同

日売買契約を締結した。 

２． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年12月27日開催の取締役会において神戸市東灘区青木に保有する土地の売却を

決議し、同日売買契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  藤  岡  孝  史  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  重  松  孝  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  坂  井  俊  介  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  市 之 瀬   申   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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